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1、 本研究の目的

〔現在の状況〕･･･支援費制度に移行後、レスパイトケアサービスと呼ばれたサービス内容の一部が支援費制度の枠組み内に入り、公的なサービスとなった。その中で、レスパイトケアサービスを提供していた事業所は、支援費制度サービスの提供を開始した。そのため、レスパイトケアサービスの実態が見えにくくなり、支援費が足りなかった場合の補完としての意味合いが強くなった。
〔本研究の目的〕

· 措置制度から支援費制度へ移行してからのレスパイトケアサービスの実態を明らかにする。
· 支援費制度サービスの提供とともにレスパイトケアサービスの提供を行なっている事業所が多い中で、レスパイトケアサービスをどのような意義で捉えて提供しているのかを明らかにする。
· 支援費制度下のレスパイトケアサービスが持っている有用性とは何かを明らかにし、今後その有用性を高めるために何が必要か検討していく。
2、 レスパイトケアサービスの定義

2‐1、定義付けが必要である理由

1) 措置制度時代　　　　　　在宅で生活する障害児(者)の家族支援としての位置づけであった。
2) 支援費制度になって　　　　　　措置制度時代はレスパイトケアサービスと呼ばれていたサービスの一部が支援費制度サービスに組み込まれた。
現在、｢レスパイトケアサービス｣の言葉の持つ意味は曖昧であり、定義づけをしないと、その意義や内容に誤解が生じてしまう可能性を持っている。
2‐2、レスパイトケアサービスの定義例と原則
1) 諸外国での定義例

●ARCH(1994)｢レスパイトは家族及び養育者のための一時的な解放であり、障害のある子ども、慢性疾患・末期疾患の子ども、あるいは虐待・ネグレクトに遭うおそれのある子どもに対してケアを行うサービスです。レスパイトは家族のニーズや利用可能な社会資源に応じて、子どもの家庭あるいはいろいろな家族外の場所で実施され、また利用時間もさまざまです。家庭のためのサービスとして重要なのは、レスパイトが家族のストレスを減少させ、その結果家族のまとまりの維持や家庭を助けること、そして長期で費用もかかる入所措置を回避し、児童虐待とネグレクトを防ぐという点にあります。｣
2) 日本での定義例

●廣瀬貴一ら
(1992)｢障害児･者をもつ親・家族を、一時的に、一定の期間、障害児(者)の介護から開放することによって、日頃の疲れを回復し、ほっと一息つけるようにする援助｣

3) レスパイトケアサービスの原則

Knoll(1992)ら
、ARCH(1994)
、名川(1997)
は、レスパイトケアサービスの実施として、以下の3点を挙げている。

(1) community-based･･･地域に根ざしていること

(2) consumer-driven･･･利用者主体であること

(3) flexibility･･･柔軟であること

2‐3、本研究での定義

　＜本研究での定義＞
｢レスパイトケアサービスとは、利用者として障害のある本人と家族を包括的に捉え、さまざまなニーズをもとに提供される、柔軟性を持った、利用者の充足感を満たすためのサービスである｣
　　　　　　　　　　QOLの向上に寄与するサービスである
3、 支援費制度下でのレスパイトケアサービス－事業所への調査から
3‐1、調査目的
　・支援費制度下でのレスパイトケアサービスの現状を知る

　・現在の事業所が抱えている問題点を把握
　・事業所が意識しているこのサービスの有用性を知る
　・各自治体のレスパイトケアサービスに対しての補助制度の設置状況、また制度利用状況について
3‐2、調査概要
1)調査対象者･･･全国のレスパイトケアサービス提供事業所
2)調査方法･･･郵送による調査票調査
3)調査時期･･･2005年6月～8月

4)回収率･･･46.5%(配布：159通、回収：74通)

4、 調査結果から抽出される問題点と有用性
4‐1、支援費制度下で事業所が抱えている問題点
　1)　切実な資金不足

	質問項目｢貴事業所の抱える問題点を挙げてください(複数回答可)｣
回答選択肢｢1.資金不足、2.行政の補助金がない、3.行政の補助金が少ない、4.利用者が少ない、5.利用者が多すぎる、7.レスパイトケアサービスの事業所が多い、8.広報するのが大変、9.利用料金が高い、10.スタッフ不足、11.ボランティア不足、12.その他(　　　　　)、13.その他(　　　　　)｣


この項目で最も多かった回答→｢1.資金不足｣51％の事業所が選択した

　他にも｢2.行政の補助がない｣→23％の事業所が選択
　　　　｢3.行政の補助が少ない｣→31％の事業所が選択
　
　資金不足の次に回答が多かった項目は｢10.スタッフ不足｣(50%の事業所が選択)であった。この質問で感じられたのは、挙げられた様々な問題点のほとんどが、資金不足から派生したものだということである。
　資金不足のため、スタッフを雇用できない、専門的なスタッフを育成する余裕がない、利用料金を高くせざるを得ない、ボランティアに頼らざるを得ないなどの意見が出された。
2)　自治体による格差

　　今回の調査で明らかになったことに、自治体単位での地方格差がある。現在のレスパイトケアサービスの補助制度は各自治体に任されており、その設置状況と制度内容は様々である。
■レスパイトケアサービスに対する補助(自治体から事業所へ)を行政から受けている　　　　　31事業所(約42%)
(例)京都市レスパイトサービス事業、埼玉県障害児(者)生活サポート事業、群馬県心身障害児(者)生活サポート事業等
　・自治体の中には、事業所への補助と、利用者への補助を併設しているところもあり、そのような自治体と、まったく制度が設けられていない自治体では、資金面・レスパイトケアサービスに対する使いやすさ、社会的認知度等大きな差が出る。

　　　　　　自治体によって事業所が抱えている問題の質が異なる

4‐2、現在のレスパイトケアサービスが持つ有用性
	質問項目｢利用者とその家族がレスパイトケアサービスを提供している主な理由はどのようなものですか。サービスを提供する側から、もっとも多く感じられるものを選択してください｣
回答選択肢｢1.レスパイトの理念(家族支援など)に共感しているから、2.支援費の不足を補うため、3.多動などの理由で他のサービスが受けられない、4.手続きが難しくない、5.緊急の対応をしてくれるから、6.サービス利用の理由を問わないから、7.ケアが丁寧だから、8.その他(　　　　　)


1)　サービスの使いやすさ
この質問でもっとも多かった回答→5.緊急の対応をしてくれるから(54%)

　■当日でも受け入れ可能な事業所　　　　　　70事業所(残りの事業所は前日まで)

　　スタッフ不足や定員オーバーなどの理由から、すべてに対応できるわけではないとはいえ、多くの事業所が出来る限りの対応を心がけており、緊急性への配慮がなされているといえる

 その他)6.サービス利用の理由を問わないから(41%)

　　　　1.レスパイトの理念(家族支援など)に共感しているから(33%)

　　　　レスパイトケアサービスは、緊急に対応し、サービスの利用理由を問われない家族(本人を含めた)支援であるため、利用者は使いやすいと考えられる

　　2)　受け皿としての意義
　　　■2.支援費の不足を補うため　　　　　　　25事業所(33%)
　　支援費制度の補完として提供されていることも事実であり、そのことにも意義がある

　　ニーズは多様であり、時代や地域によっても変動する

　　　レスパイトケアサービスは、常にニーズに敏感に対応していくことで、障害児(者)家族が地域で安定した生活をするために必要である

5、 まとめ(本研究の中間的考察)
＜問題点に対応する解決策として＞
　　①財政的不安定さ→自治体の特性は残しつつも、ある一定の基準を国として保障。しかし、レスパイトケアサービスの有用性、有益性を守るため、サービス内容に制限を与えない補助制度の確立を目指す。

　　②自治体による格差→補助制度をはじめ自治体に依拠する部分が多く、自治体の枠を越えた情報の交換や、利用が難しい状況になっている。自治体の枠を越えたネットワークの形成が必要だと考えられる。
�廣瀬、皆川、渡辺、大島、飯野、松友、松下、福士、小澤、三ツ木｢障害者の地域生活援助方法の開発に関する研究－レスパイトサービスについての基礎的研究その２　実践のためのガイドライン－｣厚生省心身障害研究『心身障害児(者)の地域福祉体制の整備に関する総合研究』


� Knoll他「Emerging Issues in Family Support. American Association on Mental Retardation.」


� ARCH｢National Respite Guideline-Respite Service for Families of Children with Disabilities, Chronic and Terminal Illnesses, and Children At Risk of Abuse or Neglect.｣


�名川勝｢障害児者の家族支援とレスパイトケアサービスにおける事業の運営形態に関する研究｣
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